
宿毛市事前復興に関するアンケート調査

市民アンケート調査結果

令和５年12月

宿毛市危機管理課



 アンケート調査の概要

　宿毛市事前復興まちづくり計画の検討に当たり、市民への事前復興等に関する意向を把握し、検討の基礎的
データの構築を図るため、事前復興に関するアンケートを実施しました。

　アンケートでは、災害発生から避難生活、応急期、復興までの時間経過に応じた生活の場や復興まちづくり等
に関する意向を把握しました。

調査の目的

調査方法

調査地域 宿毛市全域

対象者 宿毛市に在住する20歳以上の住民

調査方法 郵送配布・郵送回収及びweb回答

配布数 2,000票

抽出方法
市民2,000人を無作為抽出（年齢別に配慮）
あわせて、市公式ＬＩＮＥ登録者へのアンケートへの協力依頼を配信

調査期間 令和５年10月12日（木）～令和５年10月27日（金）

調査方法

配布数 回収数 回収率

2,000票

774票 38.7％

うち郵送 587票 29.4％

うちWeb回答 101票  5.1％

LINEによる配信 Web回答 86票 （参考：4.3％）
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１．あなたご自身及び世帯のことについて

20歳代

9.3%
30歳代

12.5%

40歳代

13.3%

50歳代

18.9%

60歳代

22.7%

70歳以上

23.3%

n=774

橋上

3.0%

平田

11.3%
山奈

6.7%

宿毛

29.9%

和田

9.2%

小筑紫

9.8%

大島・片島

12.3%

西

16.6%

沖の島

1.2%

n=763

単独世帯（単身）

15.5%

夫婦のみ

30.9%
夫婦と子

30.2%

ひとり親と

子

10.5%

３世代世帯

5.7%

その他

7.2%

n=761

1人

16.8%

2人

41.4%

3人

22.9%

4人

12.7%

5人

3.8%

6人

2.2%

7人

0.1%

n=730

年齢 居住地域

世帯の家族構成 世帯人員

20歳代

9.3%
30歳代

12.5%

40歳代

13.3%

50歳代

18.9%

60歳代

22.7%

70歳以上

23.3%

n=774

年齢 住まい

家族構成 世帯人員
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１．あなたご自身及び世帯のことについて

会社員（正社員）

28.8%

会社員

（契約社員等）

4.5%
公務員

13.2%

農林業関

係

3.6%

漁業関係

2.1%

自営業

11.4%
パート・アルバイト

4.5%

無職

3.8%

年金生活

24.9%

その他

3.0%

n=770

～200万円未満

22.0%

200万円～

400万円未満

30.8%

400万円～

600万円未満

19.0%

600万円～

800万円未満

10.5%

800万円以上

5.5%

答えたくない

12.1%

n=762

持家と持ち土地

（一戸建て等）

77.6%

持家・借地

（一戸建て等）

2.7%

借家・賃貸

（一戸建て、

長屋建て）
5.1%

借家・賃貸

（アパート、

マンション）
10.4%

公営住宅

0.8%

社宅・公務員住宅

1.0%

その他

2.5%

n=772

30坪未満

10.2%

30坪～50坪未満

20.1%

50坪～100坪未満

29.6%

100坪以上

18.1%

わからない

15.0%

集合住宅等なので

個人の土地はない

7.0%

n=761

入っている

60.1%

以前は入っていた

4.6%

今後入りたい

5.0%

入っていない

（入る予定もない）

30.2%

n=755

世帯主または家族の家計を支えている方の職業 世帯の年間所得合計

住宅形態 敷地（土地）の大きさ 地震保険の加入状況

世帯主の職業 世帯の年間所得

住居形態 敷地 地震保険の加入



２ｍ以上の浸水深の

おそれがある

41.3%

２ｍ未満の浸水深の

おそれがある

9.7%

浸水被害を受ける

おそれはない

（津波浸水想定区域外）

49.0%

n=753

よく知っている

40.8%

聞いたことはある

44.7%

知らなかった

14.4%

n=769
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２．ご自宅の災害リスクについて

昭和56（1981）年以前に建て

た家であり、耐震改修等を実施

していない
25.1%

昭和56（1981）年以前に

建てた家であるが、耐震改

修等を実施している
3.1%

昭和56（1981）年以降に

建てた家である

56.5%

わからない

15.3%

n=770

建物倒壊のリスク

自宅の建物倒壊リスクの高い方（昭和56年以前に建てた家）は、25.1％となっています。

また、自宅に津波浸水被害のリスクがある方は、半数程度となっています。

中心市街地周辺の長期浸水に関する認識

津波浸水のリスク

中心市街地周辺における長期浸水のおそれを知っている方（「よく知っている」と「聞いたことはある」の
合計）は、約85％と多くなっています。

ご自宅の災害リスク

長期浸水の認識



決めている

54.0%

津波避難場所は

知っているが

決めていない

35.6%

津波避難場所などが

わからない

10.3%

n=766
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３．災害発生から復興までの生活

一次避難場所の決定状況

一次避難場所の決定状況としては、「決めている」が54.0％となっています。

避難生活時の場所の所在地想定する避難生活時の場所

避難所

（公民館、体育館等）

55.6%

福祉避難所

3.1%

ホテル・宿泊施設

2.1%

家族や親類、

知人等の家

18.1%

その他

5.8%

家が損壊するとは

思わないので

現在の居住地

15.3%

n=763

現在の居住地の近く

56.8%
宿毛市内

（１．以外の市内）

20.2%

宿毛市以外の

高知県内

4.2%

高知県外

2.8%

家が損壊するとは

思わないので

現在の居住地

13.0%

その他

3.1%

n=717

避難生活の期間は、「現在の居住地の近く」の「避難所（公民館、体育館等）」で避難生活を過ごすことを
想定している方が多くなっています。

一次避難

避難生活



6

３．災害発生から復興までの生活

長期間、仮住まいでの生活が必要となった場合、「現在の居住地の近く」や「宿毛市内（現在の居住地の近
く以外の市内）」の「建設型応急住宅」を想定している方が多くなっています。

現在の居住地の近く

39.0%

宿毛市内

（１．以外の市内）

33.4%

宿毛市以外の

高知県内

7.1%

高知県外

3.1%

家が損壊するとは

思わないので

現在の居住地

15.1%

その他

2.2%

n=733

建設型応急住宅

41.0%

賃貸型応急住宅

14.2%

家族や親類、

知人等の家

22.9%

その他

3.9%

家が損壊するとは

思わないので

現在の居住地

18.0%

n=763

想定する仮住まい仮住まいの所在地

応急期の生活
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３．災害発生から復興までの生活

持家の再建

（新築、購入、建替等）

43.8%

災害公営住宅

（戸建）へ入居

15.5%

災害公営住宅

（集合住宅）へ入居

8.0%

民間の賃貸住宅等へ

入居

11.2%

家族や親類、

知人等の家へ移転

6.4%

家が損壊するとは

思わないので

現在の居住地

11.1%

その他

4.0%

n=749

住まいの再建の方法

現在の敷地よりも

広く

5.6%

現在の敷地と

同程度

54.8%

現在の敷地よりも

狭く

39.7%

n=701

再建時の住まいの大きさ

47.6

17.6

54.9

43.6

7.1

17.2

12.2

8.3

3.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

現在の居住地に近い

学校や職場に近い

津波に対しての安全性が高い

買い物などの利便性が高い

中心市街地に近い

家族や親類の家などが近い

現在の地域コミュニティが維持される

広い敷地が確保できる

その他 n=748

現在の居住地の近く

46.7%

宿毛市内

（１．以外の市内）

23.4%

宿毛市以外の

高知県内

5.4%

高知県外

4.5%

家が損壊するとは

思わないので

現在の居住地

13.2%

その他

6.8%

n=760

自宅が損壊した場合の住まいの再建再建の場所の検討に重要なこと

自宅の再建の場として、「津波に対しての安全性」や「現在の居住地に近い」 、「買い物などの利便性」
ということから、「現在の居住地の近く」か「宿毛市内（現在の居住地の近く以外の市内）」で、「持家の再
建」や「災害公営住宅（戸建）へ入居」の形式により、「現在の敷地と同程度」の規模での再建を想定してい
る方が多くなっています。

自宅の再建
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３．災害発生から復興までの生活

住まいや周辺の地区が大規模地震で損壊した場合、平常時の暮らしを取り戻すまでの想定期間として、「５
年」が23.7％と最も多く、次いで「３年」が22.3％、「10年～15年未満」が21.0％となっています。

７割程度の方が、５年以内に平時の暮らしを取り戻すことが出来ると想定されています。

0.1%

6.9%

11.6%

22.3%

2.5%

23.7%

0.4% 1.2%
0.0% 0.0%

21.0%

1.7%

4.3% 4.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

1
年
未
満

1
年

2
年

3
年

4
年

5
年

6
年

7
年

8
年

9
年

1
0
～
1
5
年
未
満

1
5
～
2
0
年
未
満

2
0
年
以
上

そ
の
他

n=692

平常時の暮らしを取り戻すまでの期間

復興までの期間



9

４．生業（なりわい）の復興

大規模災害発生後の仕事の継続意向としては、「今の仕事を続ける（宿毛市・市外）」が56.1％となって
います。

また、仕事の再開時期については、半年以内に再開できると回答した方が半数程度となっています。ただし、
「再開できない」と回答した方が7.9％いらっしゃいます。

すぐに仕事が

再開できる

23.6%

２～３カ月

16.0%

半年

10.3%

１年

8.0%

２年以内

4.1%

５年以内

2.7%

再開まで

５年以上

かかる

1.1%

再開できない

7.9%

現在、無職又は

年金生活等である

26.3%

n=749

今の仕事を続ける

（宿毛市内）

45.2%

今の仕事を

続ける

（宿毛市外）

10.9%
宿毛市内で

災害復旧・復興に

関連する仕事を探す

2.2%

宿毛市内で

仕事を探す

（災害復旧・復興に

関連する仕事以外）
3.4%

宿毛市外で

仕事を探す

4.0%

仕事を

やめる

5.9%

現在、無職または

年金生活である

28.3%

n=759

現在の職業の継続意向 仕事の再開時期

生業
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５．復興まちづくり

海岸堤防の整備のあり方として、「津波からの避難時間を確保するために、海岸堤防等はできるだけ高くす
べき」が43.7％と最も多く、次いで「安全を確保するために、海岸堤防等は最大限の高さとすべき」が
30.1％、「海岸堤防等の整備による影響（景観や漁業活動等）等を踏まえ、海岸堤防等の高さは抑えるべき」
が18.3％となっています。

また、その際に重視したこととして、「可能な限り人命を守る」が83.0％と最も多く、次いで「避難時間
をかせぐ」が56.8％、「可能な限り財産を守る」が21.9％となっています。

安全を確保するために、

海岸堤防等は

最大限の高さとすべき

30.1%

津波からの避難時間を

確保するために、

海岸堤防等は

できるだけ高くすべき

43.7%

海岸堤防等の整備による

影響（景観や漁業活動等）

等を踏まえ、

海岸堤防等の高さは

抑えるべき

18.3%

その他

7.9%

n=744

堤防整備の考え方

83.0

21.9

56.8

18.5

15.8

19.6

10.5

4.6

2.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

可能な限り人命を守る

可能な限り財産を守る

避難時間をかせぐ

自然環境への影響をおさえる

生活環境（景観や日照等）への影響をおさえる

産業（漁業や観光等）への影響をおさえる

工事にかかる費用をおさえる

工事にかかる期間をおさえる

その他 n=755

堤防整備の考え方の選択において重視したこと

海岸堤防のあり方
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５．復興まちづくり

津波被害が発生する区域と住まいの場について、「津波被害の可能性が
あっても、避難などの対策で命が守られるなら、住まいの場としても良
い」が51.8％と最も多く、次いで「津波によって大きな被害の可能性があ
る場所（例えば、２ｍ以上の津波浸水深）は、住まいの場とするべきでは
ない」が23.3％、「津波被害の可能性がある場所は、住まいの場とするべ
きではない」が21.4％となっています。

津波被害が発生する区域と住まいの場

津波被害の可能性が

ある場所は、

住まいの場とするべ

きではない

21.4%

津波によって大きな被

害の可能性がある場所

（例えば、２ｍ以上の津

波浸水深）は、

住まいの場とするべき

ではない

23.3%

津波被害の可能性が

あっても、

避難などの対策で命が

守られるなら、

住まいの場としても良い

51.8%

その他

3.5%

n=735

35.8

18.4

83.0

50.9

66.3

1.1

4.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

住宅地

商店、スーパー等

病院や診療所

高齢者や障がい者が利用する施設

学校

工場や選果場等

その他
n=757

優先的に高台に移転すべき施設

住まいの場の

安全確保を優先すべき

38.2%

どちらかといえば、

住まいの場の

安全確保の方が重要

42.7%

どちらかといえば、

日常生活の利便性の

方が重要

14.3%

日常生活の利便性を

優先すべき

4.8%

n=749

安全確保と生活利便性

優先的に高台に移転すべき施設として、「病院や診療所」や「学校」、「高齢者や障がい者が利用する施
設」などをあげる方が多くなっています。

また、高台等に住まい確保することで、日常生活の利便性が低下する可能性があることに対して、「安全確
保」を重視する意見が多くなっています。

住まいの場



地域単位での復興の可能性

円滑に

できると思う

2.4%

できると思う

21.9%

できるが難しいと思う

60.5%

できないと思う

15.2%

n=755
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復興まちづくりや住まいの再建場所に関する地域単位での合意形成につ
いて、「できるが難しいと思う」が60.5％と最も多く、次いで「できると
思う」が21.9％、「できないと思う」が15.2％となっています。

５．復興まちづくり

住まいの場



５．復興まちづくり

守り続けたい地域資源

宿毛市内で大規模災害が発生したとしても、守り続けたい地域の資源として挙げられた上位10件を抽出し
ました。「産業」が最も多く、次いで「自然」、「建物」、「景観」等となっています。

順位 守り続けたい地域の資源 件数 順位 守り続けたい地域の資源 件数

1 産業 118 6 漁業 33

2 自然 79 7 祭り 25

3 建物 67 8 市民祭宿毛まつり 25

4 景観 41 9 学校 24

5 病院 34 10 市役所 23

大規模災害が発生したとしても、守り続けたい地域の資源
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６．自由意見等

ぜひ参加したい

6.5%

参加したい

45.9%

参加したいとは

思わない

47.6%

n=689

検討会等への参加意向

事前復興の取組等についての検討会に「参加したい」が45.9％、「ぜひ参加したい」が6.5％となっていま
す。

検討への参加意向
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６．自由意見等

分類 件数 分類 件数

■主に事前復興の取組について ■主に災害対策について

　事前復興 19 　災害への備え(備蓄品等） 7

　ハード整備 12 　復旧・復興 15

　土砂災害対策 4 　災害に関する広報活動 3

　道路・橋梁整備 11 　住まいに関すること 7

　高台移転・高台造成 29 ■その他

　公共施設等の立地 16 　市政等について 14

■主に避難について 　アンケート調査について 2

　避難所・避難場所・避難路 22 　その他 20

　避難訓練・防災学習 5

　防災意識の向上 3

　災害時の情報伝達・通信 4

　避難行動要支援者対策 2 全体 195

自由意見の分類

有効回収数774票のうち、198票（25.5％）（うち「特に無し」は、35票）に「自由意見」に関する記述
がありました。意見の内容を整理すると、「高台移転・高台造成」や「避難所・避難場所・避難路」に関する
ご意見が多くなっています。

自由意見


